（Ｈ23年6月）

· 節電目標15％を達成すると景品がもらえるかも！？
経済産業省は、一般家庭の節電促進策として、東京電力管内の家庭約1,900万世帯を対象に、消費電力15％削減を達成した世帯へ景品を進呈する制度を、7月から実施すると発表しました。6月中にインターネット上に専用サイトを立ち上げ、個人個人が東電の顧客番号を入力することで、当月と前年同月の消費電力を自動的に比較できるしくみのようです。景品にはLED（発光ダイオード）電球交換券のほか、外出することで節電を促す映画鑑賞券、商品券などが検討されています。また、登録するだけで省エネグッズがもらえる参加賞も設けられる予定です。これらの景品は、国が財政難であることを鑑み、日本経団連加盟企業から協賛という形で提供を受けるとのことです。協賛企業としては、純粋に家庭の節電に協力したいという気持ちだけでなく、家庭の節電が進むことで大規模な計画停電が回避され、生産ラインの混乱を防止する等の効果や、節電に積極的に協力している企業という好感度アップを期待してのことと思われます。
政府はこれまで、工場や大規模ビルなどの大口需要家（契約電力500ｋＷ以上）には25％、小口需要家（同500ｋＷ未満）には20％、一般家庭には15～20％の節電を求める方針でしたが、これを一律15％に緩和しました。大口需要家に対しては、これに違反すると罰則を課す電気事業法27条に基づく使用制限の発動という後ろ盾がありますが、電気使用量の約30％を占める一般家庭はあくまでも強制力のない自主目標であるため、何らかの対策が必要という判断のもとに実施されるようです。
一方、この動きをビジネスチャンスと捉え、それに追随してキャンペーンを展開する企業が出てきました。
ＫＤＤＩは7/1から東電管内の利用者を対象に、家庭での節電の取り組みに応じてポイントを付与するサービスを始めると発表しました。「節電チャレンジプロジェクト」と銘打ち、経済産業省のキャンペーンと同様に、毎月の電力使用量が前年同月実績と比較して15％以上少ないなどの条件を満たせば、毎月最大で1,000ポイント（1,000円相当）を付与するといった内容です。

また、イオンは東京電力と東北電力の管内を対象に「WAON節電がんばったポイント」というポイントキャンペーンを実施します。（WAONはイオングループが推進する電子マネーシステム）これは、節電のスタート月にあたる７月の電気使用量が、前年同月の使用量を15％以上下回っていると200WAONポイント（200円相当）がもらえるというものです。電気使用量の確認は、領収書に記載された当月の使用量と、同時に記載されている前年同月の使用量で行い、イオンのサービスカウンターに持参するとポイントが加算されるしくみです。
今や「節電」は国民的イベントです。東京電力、東北電力の管内に限らず、従業員の節電意識を向上させるためにも、社内においてゲーム感覚で家庭の節電実績を競ってみては如何でしょうか。その際には、以前から節電に取り組んでいた人にはハンデを与えたり、家族構成や人数を考慮したりといった微調整が必要かとも思います。楽しく競い合うことで必ずや社内のコミュニケーションがより良くなることでしょう。　（工藤克己）
